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（１） 居宅介護（ホームヘルプ）

障害等のために日常生活を営むのに支障のある身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者

児）、難病患者等の居宅において身体介護や家事援助等のサービスを行います。

例：① 食事、入浴などの介護 ② 調理、洗濯、買い物などの家事

※ 介護保険の対象者は原則として利用できませんが、一定の条件を満たしている方については、

介護保険との併用ができる場合があります。

【対 象】 介護給付費のうち居宅介護の支給決定を受けた方

【利用できる日・時間】 支給決定を受けた時間数での利用になります。

※ 事業者により対応できない曜日・時間があります。

（２） 重度訪問介護

重度の肢体不自由者または重度の知的障害や精神障害により行動上著しい困難を有する障害者で

あって、常に介護が必要な方に、身体介護や家事援助、見守りの支援、外出時の移動の介護等を総合

的に行います。

※ 介護保険の対象者は原則として利用できませんが、一定の条件を満たしている方については、

介護保険との併用ができる場合があります。

【対 象】 介護給付費のうち重度訪問介護の支給決定を受けた方

【利用できる日・時間】 支給決定を受けた時間数での利用になります。

※ 事業者により対応できない曜日・時間があります。

（３） 同行援護

視力障害・視覚障害・夜盲等により、移動に著しい困難を有する重度視覚障害者（児）が外出する際

に、ヘルパーが同行し、代筆・代読を含め、外出中の必要な支援を行います。

【対 象】 介護給付費のうち同行援護の支給決定を受けた方

【利用できる日・時間】

特に制限はありません。ただし、通勤・通学・通所等には利用できません。また、利用は原則として月

時間以内で必要な時間数になります。

※ 事業者により対応できない曜日・時間があります。

（４） 行動援護

知的障害または精神障害により行動上著しい困難を有し、常時介護を要する知的障害者（児）、精神

障害者（児）が外出する際に、ヘルパーが同行し、危険回避など外出中の必要な支援を行います。

【対 象】 介護給付費のうち行動援護の支給決定を受けた方

【利用できる日・時間】

特に制限はありません。ただし、通勤・通学・通所等には利用できません。また、利用は原則として月

時間以内で必要な時間数になります。

※ 事業者により対応できない曜日・時間があります。

（１）～（４） 【利 用 料】 をご覧ください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課

１ 訪問系

障害福祉サービス

施設・住居支援
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（１） 生活介護

日中、常時介護を必要とする方に、入浴、排せつ、食事などの介護や日常生活上の支援、創作的活

動・生産活動の機会を提供します。

【利用方法】 事前に介護給付費支給申請手続が必要

※ 本市は利用調整を行っているため、利用開始日は原則として毎年４月１日になります。

年央に利用を始めたい場合や申請方法等はお問い合わせください。

【対 象 者】 障害支援区分が区分３以上（年齢が５０歳以上の方は区分２以上）で、生活介護に係る介

護給付費の支給決定を受けた方

【利用期間】 特になし

（２） 自立訓練（機能訓練）

自立した日常生活や社会生活ができるように、一定期間、理学療法、作業療法など、身体機能向上

のために必要な訓練を行います。

【利用方法】 事前に訓練等給付費支給申請手続きが必要

【対 象 者】 自立訓練に係る訓練等給付費の支給決定を受けた方

【利用期間】 年 ヶ月

（３） 自立訓練（生活訓練）

自立した日常生活や社会生活ができるように、一定期間、生活能力向上のために必要な訓練を行い

ます。

【利用方法】 事前に訓練等給付費支給申請手続きが必要

【対 象 者】 自立訓練に係る訓練等給付費の支給決定を受けた方

【利用期間】 年

（４） 宿泊型自立訓練

４－（４）をご覧ください。

（ ） 就労移行支援

企業などで働きたい方に、働く上で必要な知識・能力向上のために必要な支援を行うとともに、一

人ひとりに合った職場選びをはじめとする求職活動に関する支援を行います。

【利用方法】 事前に訓練等給付費支給申請手続きが必要

【利用期間】 年

（ ） 就労定着支援

就労継続支援・就労移行支援・生活介護・自立訓練を利用して一般就労に移行し、６か月経過した方

について、働く中で生じた生活面の課題に対して必要な相談や助言などを行い、本人が働き続けられ

るよう支援を行います。

【利用方法】 事前に訓練等給付費支給申請手続きが必要

【利用期間】 年

（ ） 就労継続支援（ 型・ 型）

企業などで働くことが難しい方に働く場を提供するとともに、働く上で必要な知識・能力の向上の

ため、必要な支援を行います。

・就労継続支援 型…雇用契約を結びます。

・就労継続支援 型…雇用契約を結びません。

【利用方法】 事前に訓練等給付費支給申請手続きが必要

２ 日中活動系 実施施設 ～
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【利用期間】 特になし

（１）～（ ） 【利 用 料】 Ｐ をご覧ください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課

（１） 短期入所（ショートステイ） 実施施設 ～

介護給付費のうち短期入所の支給決定を受けた身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者

（児）、難病患者等を介護している家族が、病気や休養などのため家族で介護できなくなった場合、一

時的に施設でお預かりします。

※ 介護保険の対象者は原則として利用できません。

【利用方法】 ・事前に介護給付費支給申請手続が必要 ・利用は原則として月 日間

吸引、経管栄養などの医療的ケアが必要な場合には申請の際にご相談ください。

【利 用 料】 Ｐ をご覧ください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課

（２） 日中一時支援（日中ショートステイ）

知的障害者（児）、精神障害者（児）、身体障害者（児）、難病患者等を介護している家族が、病気や休

養などのため家族で介護できなくなった場合、日中時間帯に一時的にお預かりします。

【利用方法】 ・事前に申請手続が必要 ・利用は原則として月 時間以内

【利 用 料】 所得に応じて月ごとに負担する額の上限が決まります。ひと月に利用したサービス量に

かかわらず、それ以上の負担は生じません。詳しくはお問い合わせください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課

（３） 家族等支援（レスパイト） 実施施設

在宅の障害者（児）、難病患者等に手軽に利用できる次の介護サービスを提供します。

① 日中介護 ② 外出介護

【対 象】 在宅の障害者（児）、難病患者等

【利 用 料】 時間 円

※ 指定商店街で買い物した際の割引制度があります。詳しくは直接事業所にお問い合わせくださ

い。

（１） 施設入所支援 （実施施設 Ｐ ）

夜間や休日に、施設に入所する人へ入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

【利用方法】 事前に介護給付費支給申請手続が必要

【対 象 者】 次のいずれかに該当する方

① 障害支援区分４以上（年齢が 歳以上の方は区分３以上）で生活介護を利用している

② 自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型を利用しており、入所しながら訓練等を実施する

ことが必要かつ効果的であると認められる、又は通所によって訓練を受けることが困難

【利 用 料】 をご覧ください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、入所を希望される各障害者支援施設

（２） 共同生活援助（グループホーム） 実施施設 ～

地域の中にある共同生活住居での生活を望む障害のある方に対し、世話人等の配置と施設や医療

機関等のバックアップにより主として夜間等の日常生活の援助を行っています。

３ 一時利用

４ 居住系
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【対 象 者】 障害者（身体障害者にあっては、６５歳未満の方又は６５歳に達する日の前日までに障害

福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある方）

【利 用 料】 をご覧ください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、入居を希望される共同生活援助事業所を運営す

る団体

（３） 療養介護

医療を要する障害のある方で常時介護が必要な方について、主として昼間に病院や施設で機能訓

練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の支援を行います。

【対 象 者】

① 障害支援区分６で、気管切開に伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている方

② 障害支援区分５以上で、重症心身障害者又は進行性筋萎縮症患者

③ 障害支援区分５以上で、高度な医療的ケアを必要とする方

④ 障害支援区分５以上で、強度行動障害があり医療的ケアを必要とする方

⑤ 障害支援区分５以上で、遷延性意識障害があり医療的ケアを必要とする方

⑥ 上記①～⑤に準じる状態と市町村が認めた方

【利 用 料】 をご覧ください。

なお、医療費については心身障害者医療費助成の対象となる場合があります。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課

（４） 宿泊型自立訓練 実施施設 ～

自立した日常生活や社会生活ができるように、一定期間、居住の場を提供して家事などの生活能力

向上のために必要な訓練を行います。

【利用方法】 事前に訓練等給付費支給申請手続きが必要

【対 象 者】 ２－（３）自立訓練（生活訓練）の対象者のうち、日中、一般就労や障害福祉サービ

スを利用している方等

【利用期間】 年

【利 用 料】 Ｐ をご覧ください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課

（１） 自立生活援助 実施施設 ～

一人暮らしを希望する障害者の一人暮らしに必要な理解力や生活力を補うため、定期的な巡回訪問

や随時の相談、電話などの対応により、必要な助言や医療機関等との連絡調整を行います。

【対 象 者】

① 障害者支援施設若しくは共同生活援助（グループホーム）等を利用していた方

② 同居家族の死亡や入院等の事情により急遽単身での生活をすることになった方

③ 居宅において単身であるため若しくは同居家族等が障害や疾病等のため、居宅における自立し

た日常生活を営む上で支援が必要な方

【利 用 料】 をご覧ください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課、自立生活援助事業所

を運営する団体

【利用方法】 事前に訓練等給付費支給申請手続きが必要

５ その他
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（２） 重度障害者入院時コミュニケーション支援

意思の疎通が困難な重度の障害がある方が入院した場合に、コミュニケーション支援員を入院先に

派遣します。

【対 象】 次の全てにあてはまる方

① 仙台市内在住の在宅の方（入所施設に入所している方、グループホームの入居者は除く。）

② 居宅介護または重度訪問介護（障害者のホームヘルプサービス）を現に利用している方

③ 自力で意思疎通を図ることが困難で、病院スタッフとの間でコミュニケーション支援が必要な方

④ 単身世帯の方または家族が障害や病気、仕事等がある世帯の方

【利 用 料】 所得に応じて月ごとに負担する額の上限が決まります。ひと月に利用したサービス量に

かかわらず、それ以上の負担は生じません。詳しくはお問い合わせください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課

（３） 移動支援（ヘルパーの利用）

障害等のために屋外での移動が困難な全身性身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者（児）、

難病患者等にヘルパーが同行し、外出中の必要な支援を行います。

【利用できる日・時間】

特に制限はありません。ただし、通勤・通学・通所・通院等には利用できません。また、利用は原則と

して月 時間以内で必要な時間数になります。

※ 業者により対応できない曜日・時間・場所があります。

※ 大学に通う方については、大学への通学中及び大学の敷地内における支援を提供する「大学修

学支援事業」を実施しております。詳しくはお問い合わせください。

【利 用 料】

所得に応じて月ごとに負担する額の上限が決まります。ひと月に利用したサービス量にかかわらず、

それ以上の負担は生じません。詳しくはお問い合わせください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課

（４） 重度障害者等就労支援特別事業（ヘルパーの利用）

重度障害をお持ちの方の就労機会を拡大し社会参加を促進するため、その居宅または勤務先等に

ヘルパーを派遣し、通勤支援や職場等における支援を実施します。

【対 象】 次の全てにあてはまる方

① 仙台市内在住で、重度訪問介護、同行援護、行動援護のいずれかの支給決定を受けている方

② 民間企業に雇用されている方（※ ）または自営業の方（※2）

③ 週間の所定労働時間が 時間以上である方（※3）

※ 就労継続支援 型事業所の利用者を除く

※ 法人の代表者・役員等を含み、公務員等を除く

※ 被雇用者の場合、今後 時間以上の勤務となることが見込まれる方でも可

なお、就労場所は本市内に限定しません。

【利用できる日・時間】

特に制限はありませんが、利用は原則として 日あたり 時間かつ 週間あたり 時間（通勤時

間を除く）以内で必要な時間数になります。

※ 業者により対応できない曜日・時間・場所があります。
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【利 用 料】

所得に応じて月ごとに負担する額の上限が決まります。ひと月に利用したサービス量にかかわらず、

それ以上の負担は生じません。詳しくはお問い合わせください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課

身体障害者手帳をお持ちの方または難病患者等の方が、身体機能を補完または代替するために必

要な補装具の購入、借受けまたは修理に要する費用を支給します。

※ 医療機関において医師が行う治療の一環として、治療材料費（療養費）扱いで健康保険などか

ら支給される医療用装具や他の法律（労働者災害補償保険法・介護保険法など）に基づいて交付、

修理または貸与が可能な場合は、この制度からは支給されません。

※ 原則として基準額に基づいた費用の１割の自己負担があります（生活保護世帯、市民税非課税

世帯は無料）。また、利用者の世帯の中に当年度の市民税所得割額が４６万円以上の方がいる場

合は、この制度の対象となりません。

※ 事前申請がない場合は、支給対象となりませんのでご注意ください。

【補装具の種類】

障害部位 種 目

肢体不自由

義肢（義手・義足）、装具、座位保持装置、車椅子、電動車椅子、歩行器、歩行補

助つえ（カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、多点杖、松葉づえ）

※ 歳未満のみ：座位保持椅子、起立保持具、頭部保持具、排便補助具

重度の肢体不自由

かつ音声・言語障害
重度障害者用意思伝達装置

視覚障害 視覚障害者安全つえ、義眼、眼鏡（矯正用、遮光用、コンタクトレンズ、弱視用）

聴覚障害
補聴器〔高度難聴用（ポケット型、耳かけ型）、重度難聴用（ポケット型、耳かけ

型）、耳あな型（レディメイド、オーダーメイド）、骨導式（ポケット型、眼鏡型）〕

【手続に必要なもの】

① 身体障害者手帳等（難病患者等の方は特定医療費（指定難病）医療受給者証または医師の診断

書）

② 〈１８歳以上の方〉

原則として障害者総合支援センターの判定が必要です。また、医療機関を受診しているときは

主治医の意見書（治療経過及び補装具についての意見など）をお願いする場合がありますので

窓口でご相談ください。

〈１８歳未満の方〉

原則として指定医療機関の医師の意見書及び補装具製作業者の見積書などが必要ですので

問合先にお尋ねください。

③ その他（健康保険証などを確認させていただく場合があります。）

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課

１ 補装具費の支給

生活用具などの給付・貸出

― 31 ―



障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

難病患者等の方、または重度身体障害をお持ちの方が、心身の状態に応じて速やかに補装具等を利

用できるよう、他の制度等による利用が可能となるまでの間について、補装具等を賃借する費用の助

成を行います。賃借する期間は、原則として３か月以内です。詳しくは、問合先にお尋ねください。

※ 原則として、費用の１割の自己負担があります（生活保護世帯、市民税非課税世帯は無料）。また、

利用者世帯の中に当年度の市民税所得割額が４６万円以上の方がいる場合は、この制度の対象に

なりません。

種 目 対 象

張力調整付上肢装具
ポータブルスプリング

バランサー等

・上肢に障害がある難病患者等

歩行補助用具
歩行器、歩行車、杖

（一本杖を除く）

・下肢に障害があり、自力での移動、移乗が困難な

難病患者等

車椅子
電動車椅子、クッショ

ンを含む

・下肢や体幹に障害があり、自力での移動が困難

な難病患者等

段差解消用具 昇降機、スロープ等 ・下肢に障害があり、自力での移動、移乗が困難な

難病患者等

・下肢や体幹機能障害２級以上の身体障害者手帳

の交付を受けているか申請中の方

移動用リフト 移動用リフト、つり具

特殊寝台
電動ベッド

（付属品を含む）

・寝たきりの状態にある難病患者等

・下肢や体幹機能障害２級以上の身体障害者手帳

の交付を受けているか申請中の方

【問 合 先】 障害者総合支援センター（ウェルポートせんだい）

障害児者・難病患者等の方の日常生活をより快適にして利便を図るため、日常生活用具の購入（修

理）や貸与の費用を支給します。対象者の障害の程度や年齢などによって支給要件が異なります。また、

支給される日常生活用具の種目別に基準額がありますので問合先にお尋ねください。

※ 原則として費用の１割の自己負担があります（生活保護世帯、市民税非課税世帯は無料）。また、

利用者世帯の中に当年度の市民税所得割額が４６万円以上の方がいる場合はこの制度の対象にな

りません。

※ 介護保険対象者や施設入所中の方、入院中の方などは一部品目の支給が受けられない場合があ

ります。

※ 難病患者等の方については、症状等により品目が異なります。詳しくはお問い合わせください。

※ 事前申請がない場合は、支給対象外となりますのでご注意ください。

障害の種類 種 目

視覚障害

電磁調理器、視覚障害者用体温計（音声式）、視覚障害者用体重計、情

報・通信支援用具（パソコン、タブレット、スマートフォンの周辺機器やア

プリケーションソフト）、点字ディスプレイ、点字器、点字タイプライター、

図書プレーヤー、視覚障害者用活字文書読上げ装置、視覚障害

者用拡大読書器、視覚障害者用時計（音声式、触読式）、視覚障害者等用

図書（大活字図書、 図書）、（▲）暗所視支援眼鏡 貸与

難病患者等補装具等賃貸借費の助成

日常生活用具費の支給
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障害の種類 種 目

聴覚障害
火災警報器、聴覚障害者用屋内信号装置、ファクシミリ等、聴覚障害者用

情報受信装置

音声・言語機能障害 （▲）携帯用会話補助装置、人工喉頭等

上肢機能障害

洗浄乾燥機能付便座、情報・通信支援用具（パソコン、タブレット、スマー

トフォンの周辺機器やアプリケーションソフト、 図書プレーヤー、

視覚障害者等用図書（ 図書）

下肢または

体幹・移動機能障害

（▲）電動ベッド、特殊マット、特殊尿器、体位変換用クッション、移動用リ

フト、（▲）エアーマット、入浴補助用具、ポータブルトイレ等、歩行補助つ

え（ 字状・棒状の一本つえ）、移動・移乗支援用具、頭部保護帽、住宅改

修費、紙おむつ等（※１）

心臓機能障害 動脈血中酸素飽和度測定器（パルスオキシメーター）

じん臓機能障害 透析液加温器

呼吸器機能障害
ネブライザー（吸入器）、電気式たん吸引器、動脈血中酸素飽和度測定器

（パルスオキシメーター）

ぼうこう機能障害 ストマ装具、紙おむつ等（※２）、収尿器

直腸機能障害 ストマ装具、洗腸装具、紙おむつ等（※２）

脊髄損傷等による肢体

不自由で排尿機能障害
収尿器

身体障害２級以上（共通） 自動消火器

重度知的障害 特殊マット、頭部保護帽、洗浄乾燥機能付便座、自動消火器、電磁調理器

精神障害 頭部保護帽、自動消火器

識字障害者

情報・通信支援用具（パソコン、タブレット、スマートフォンのアプリケーシ

ョンソフトで 図書の再生に必要なもの）、 図書プレーヤ

ー、視覚障害者等用図書（ 図書）

（注） ▲の付いた種目は、修理に要する費用も一部支給対象となります。

※１ 脳原性運動機能障害のある方で、以下の①～④をすべて満たす場合に、紙おむつの支給を受

けることができます。

① 排尿もしくは排便の意思表示が困難である

② 自力でトイレに行けない

③ 自力で便座（原則排便補助具の使用を含む）に座ることができない

④ 介助による定時排泄をすることができない

＊ 脳原性運動機能障害とは、乳幼児期以前に発現した非進行性脳病変によってもたらされた姿

勢及び運動の異常をいう。具体的には、脳性麻痺や乳幼児期以前に発症した脳症または脳外

傷、無酸素脳症等の後遺症による全身性障害を有する者をいう。

※２ 特定の条件に該当する場合は、ストマ装具に代えて紙おむつ等の支給を受けることができます。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課
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身体障害者手帳の対象とならない軽・中等度難聴児のきこえの確保と言語の発達を支援するため、

補聴器の購入費用に対する助成をしています。

【対 象】 次の条件の全てに当てはまる方

市内に住所を有する 歳未満

両耳の平均聴力レベルが デシベル以上

身体障害者手帳の交付対象とならない

医師が補聴器を必要と認めている

同一世帯に市民税所得割額が 万円以上の方がいない

【種 目】 高度・重度難聴用ポケット型、高度・重度難聴用耳かけ型、耳あな型（レディメイド／オー

ダーメイド）、骨導式ポケット型／眼鏡型、補聴システム（受信機／ワイヤレスマイク、オー

ディオシュー）、イヤモールド交換

【助 成 額】 当制度で定められている種目毎の基準により一部（原則３分の２）を助成します。

【問 合 先】 障害者総合支援センター（ウェルポートせんだい）

外出などで車椅子を必要とする方に、原則として１ヶ月まで貸出をしています。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課

４ 難聴児補聴器購入等助成

５ 車椅子の短期貸出
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栄養バランスのとれた食事を提供するとともに安否を確認します。

【対 象】 心身の障害により食事を用意することが困難な６５歳未満の方で次のいずれかに該当す

る方

一人暮らしの方

６５歳未満の障害のある方のみの世帯で同居者が入院、病気等により食事の準備が

できない方

６５歳以上の高齢者のみと同居していて同居者が入院、病気等により食事の準備がで

きない方

【利用回数】 日 食（昼食または夕食のいずれか）、週 回まで

【利 用 料】 食 円

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課

脳性麻痺等により全身に障害のある方等に、自ら選んだ介護人を登録してもらい、その介護にかか

る費用の一部を助成し、自立と社会参加を支援します。

【対 象】

肢体不自由で身体障害者手帳１級をお持ちの方で、両上下肢または体幹に障害があり、家族の

介護が受けられない在宅の方

在宅の方で、呼吸器の機能障害で身体障害者手帳１級または３級をお持ちの方、または同程度

の呼吸器の機能障害を有している方で、人工呼吸器を装着している方、または人工呼吸器を装

着していないが常時吸引器を必要としている方

※ 呼吸器の機能障害については、常時介護を行う者があっても認められます。

【介 護 人】 原則として、障害者ご本人の選任により登録を行います。

【介護時間】 １ヶ月６０時間まで

【助 成 額】 生計中心者の前年の所得税額に応じて助成します。

【問 合 先】 仙台市障害者福祉協会 【電話】 【 】

入浴に全面介助を必要とする重度の身体障害のある方、難病患者等の家庭を訪問し、訪問入浴車の

設備により、入浴の介助をします。

※ 介護保険の対象者は除きます。

【対 象】 原則として在宅の１８歳以上の身体障害のある方のうち身体障害者手帳１級、２級をお持

ちの方または難病患者等で、家庭では入浴介助が難しい方

【利用回数】 ヶ月につき ～ 月は 回まで、それ以外の月は 回まで

【利 用 料】 所得に応じて月ごとに負担する額の上限が決まります。ひと月に利用したサービス量に

かかわらず、それ以上の負担は生じません。詳しくはお問い合わせください。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課

１ 障害者配食サービス

２ 全身性障害者等指名制介護助成

訪問入浴サービス

生 活
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委託業者が寝具をお預かりして、丸洗いを行います。

【対 象】 身体障害者手帳１級、２級をお持ちの在宅の方（視覚、聴覚・平衡機能、音声・言語・そしゃ

く機能障害による方は除きます。）で、寝具の衛生管理が困難な方

【利用回数】 １年間（４月から翌年３月まで）３回まで。申請時期により回数は異なります。

【利 用 料】 生計中心者の市県民税額に応じた費用負担があります。

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課

ごみ出しが困難な世帯のごみ出し支援活動を行う団体に、活動実績に応じて奨励金を交付します。

お住まいの地域で活動している団体の有無を知りたい場合や、新たに団体として支援活動を行いたい

場合には家庭ごみ減量課までお問い合わせください。（掲載許可をいただいた団体は市ホームページ

に掲載しています。）

【奨励金額】

・家庭ごみ等（玄関先から集積所までのごみ出し支援）１回につき 円

・粗大ごみ等（住居又はその敷地から指定場所までのごみ出し支援）１回につき２８０円

※上限額があります。

【奨励金交付対象となる支援世帯の要件】

世帯の全員が以下のいずれかに該当していることが必要です。

① 申請時に満 歳以上の方

② 要介護 ～ の認定を受けている方

③ 身体障害者手帳の交付を受けている方

④ 療育手帳の交付を受けている方

⑤ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方

【問 合 先】 環境局家庭ごみ減量課 【電話】 【ＦＡＸ】

常時の緊急通報をするための多機能電話・受信機・小型無線発信器などをお貸しします。緊急時の

通報は仙台市が委託する民間警備会社が受信し、警備員へ電話で連絡し、必要な処置を行います。

【対 象】 原則として身体障害者手帳 級、 級をお持ちの方のうち、在宅で一人暮らしの方

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課

徘徊等により行方が分からなくなったお年寄り等を事件・事故から守るために、地域の関係機関が

連携して、早期発見・保護に努めるシステムです。

【問 合 先】 お近くの交番または警察署

障害を抱えるなどして支援を必要とする方々が地域で自立した生活が送れるよう、地区社会福祉協

議会が主体となって地域住民などで見守る体制をつくり、必要な支援を行います。

【問 合 先】 社会福祉協議会 各区・支部事務所（ 参照）

４ 重度身体障害者寝具洗濯サービス

５ 地域ごみ出し支援活動促進事業

６ 重度身体障害者緊急通報システム

７ ネットワーク

８ 小地域福祉ネットワーク活動
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（１） 高齢者及び軽度身体障害者世帯向け住宅

【設 備】 手すり、外部への非常通報ブザー、室内段差解消

【対 象】 次のいずれかに該当する方

① 歳以上の方

② 下肢または体幹機能障害を有していることにより身体障害者手帳 級から 級をお持ちの方を

含む世帯

③ 戦傷病者手帳の交付を受け、その障害の程度が上記の身体障害者と同程度の方

※ 所得制限があります。

【問 合 先】 （公財）仙台市建設公社募集課 【電話】 【 】

（２） 重度身体障害者世帯向け車椅子住宅

【設 備】 手すり、室内段差解消、車椅子利用者用の流し台

【対 象】 車いすを必要とする方で、次のいずれかに該当する方

① 下肢または体幹機能障害を有していることにより身体障害者手帳 級から 級をお持ちの方を

含む世帯

② 戦傷病者手帳の交付を受け、その障害の程度が上記の身体障害者と同程度の方

※ 所得制限があります。

注 身体上または精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とする方で、常時の介護を受

けることができない方は、単身での入居ができません。

【問 合 先】 公財 仙台市建設公社募集課 【電話】 【 】

市営住宅及び県営住宅への入居が、一般の方より有利な当選確率で抽選が受けられる場合があり

ます。

【対 象】 仙台市営住宅の場合

心身障害者世帯、ひとり親世帯、高齢者世帯、多子世帯、引揚者世帯、多数回落選者世帯、戦傷病者

世帯、原爆被爆者世帯、ハンセン病療養所入所者世帯、配偶者等からの暴力被害者世帯、未就学児童

のいる子育て世帯、犯罪被害者等世帯

※ なお、ほかの公営住宅につきましては、問合先にお尋ねください。

【問 合 先】＜市営住宅＞ 公財 仙台市建設公社募集課

【電話】 【 】

＜県営住宅＞ 宮城県住宅供給公社 【電話】

浴室やトイレなどの改造にかかる費用の一部を助成します。

※ 工事前の相談・申請が必要です。

※ 介護保険及び日常生活用具（Ｐ 参照）の住宅改修費支給が優先になります。

【助 成 額】 費用の ／ （限度額： 万円）

【対 象 者】 所得税非課税で、市税の滞納がない世帯の重度心身障害児（者）とその保護者

【問 合 先】 各区役所・宮城総合支所 障害高齢課、秋保総合支所 保健福祉課

１ 身体障害者向け市営住宅

２ 公営住宅等の入居者選考時の優遇措置

３ 住宅改造費等の助成

住 宅
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